
阿久比町住宅用地球温暖化対策設備導入費補助金交付要綱 

 

（ 趣旨）   

第１ 条 こ の 要綱は 、 地球温暖化防止の 推進を 図る た め、 住宅用地球温暖化対

策設備（ 以下「 設備」 と い う 。） を 導入する 者に 対し 予算の 範囲内で 交付す

る 阿久比町住宅用地球温暖化対策設備導入費補助金（ 以下「 補助金」と い う 。）

に 関し 、 阿久比町補助金等交付規則（ 昭和５ ３ 年阿久比町規則第１ ３ 号） に

定め る も の の ほ か 、 必要な 事項を 定め る も のと する 。  

（ 定義）   

第２ 条 こ の 要綱に おい て 、 次の 各号に 掲げる 用語の 意義は、 当該各号に 定め

る と こ ろ に よ る 。  

⑴ 住宅用太陽光発電施設 太陽電池を 利用し て 電気を 発生さ せる た め の

設備及びこ れに付属する 設備で あ っ て 、設置さ れた 住宅に おい て 電気が消

費さ れる も の（ 太陽電池の 最大出力（ 構成する 太陽電池モ ジ ュ ールの 公称

最大出力の合計） が ５ ０ キ ロ ワ ッ ト 未満の 設備に限る 。）  

⑵ 家庭用エ ネ ルギ ー管理シ ス テ ム（ Ｈ Ｅ ＭＳ ）  家庭で の 電力使用量等を

自動で 実測し 、 エ ネ ルギ ーの「 見え る 化」 を 図る と と も に、 機器の 電力使

用量な ど を 調整する 制御機能を 有する も の  

⑶ 家庭用燃料電池シ ス テ ム（ エ ネ フ ァ ーム ）  燃料電池ユ ニ ッ ト 及び貯湯

ユ ニ ッ ト 等か ら 構成さ れ、 都市ガ ス 、 Ｌ Ｐ ガ ス 等か ら 燃料と な る 水素を 取

り 出し て 空気中の 酸素と 反応さ せて 発電し 、発電時の 排熱を 給湯等に 利用

で き る も の  

⑷ 定置用リ チウ ム イ オ ン 蓄電シ ス テ ム  リ チウ ム イ オ ン 蓄電池部（ リ チウ

ム イ オ ン の 酸化及び還元で 電気的に エ ネ ルギ ーを 供給する 蓄電池を い う 。）

及びイ ン バータ 等の 電力変換装置を 備え 、再生可能エ ネ ルギ ーによ り 発電

し た 電力又は 夜間電力を 繰り 返し 蓄え 、 停電時や電力需要ピ ーク 時等に 、

必要に 応じ て 電気を 活用する こ と が で き る も の  

⑸ 電気自動車等充給電設備 電気自動車又は プ ラ グ イ ン ハ イ ブ リ ッ ド 自

動車（ 以下「 電気自動車等」 と い う 。） への 充電及び電気自動車等か ら 分

電盤を 通じ た 住宅への 電力の 供給が 可能な も の  
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⑹ 一体的導入 住宅用太陽光発電施設及び家庭用エ ネ ル ギ ー管理シ ス テ

ム（ Ｈ Ｅ ＭＳ ） 並びに 定置用リ チ ウ ム イ オ ン 蓄電シ ス テ ム 又は電気自動車

等充給電設備を 補助の 対象と な る 者の 居住する 住宅等に 同時に 設置する

こ と  

（ 補助対象設備等）  

第３ 条 補助金の 交付対象と な る 設備（ 以下「 補助対象設備」 と いう 。） は、

次に 定める と おり と する 。  

⑴ 未使用で あ る も の 

⑵ リ ース 品で な い も の  

⑶ 愛知県住宅用地球温暖化対策設備導入促進費補助金取扱要領（ 平成 

２ ７ 年４ 月１ 日付け ２ ７ 大気第８ ２ 号愛知県環境部長通知）に おけ る 設備

に関する 要件を 満た し て い る も の  

２  補助金の 交付対象と な る 経費（ 以下「 補助対象経費」 と いう 。） は 、 補助

対象設備の 設置に 要する 費用（ 消費税及び地方消費税を 除く 。） と する 。  

３  補助対象設備の 区分、 種類及び補助金の 額は、 別表１ に 掲げる と おり と す

る 。  

４  前項に規定する 額に １ ０ ０ 円未満の 端数が 生じ た と き は、こ れを 切り 捨て

る も の と する 。  

（ 交付対象者）  

第４ 条 補助金の 交付申請を する こ と が で き る 者は 、次の 各号のい ずれに も 該

当する も のと する 。  

⑴ 阿久比町内に おい て 、 自ら が 居住の 用に 供する 住宅に 設備を 導入する

者又は 自ら が 居住の 用に 供する 住宅の 新築に 合わ せて 設備を 設置する 者

（ 延べ床面積の ２ 分の １ 以上を 住宅と する 併用住宅を 含む。）  

⑵ 次条の申請時に おい て 町税の 滞納が な い者（ 転入者の場合は、 従前の住

所地に おいて 市町村税の滞納が な い者）   

（ 補助金交付の 申請）  

第５ 条 補助金の 交付を 受け よ う と する 者（ 以下「 申請者」 と い う 。） は、 設

備の 設置工事を 着工する 前に、阿久比町住宅用地球温暖化対策設備導入費補

助金交付申請書（ 様式第１ ） 及び経費内訳書（ 様式第２ ） に 次に 掲げる 書類
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を 添付し て 、 町長に 提出し な け ればな ら な い。   

⑴ 設備の 設置工事に 係る 工事請負契約書の写し  

⑵ 設備の 設置工事に 着工する 前の 現況写真  

⑶ 設備の 設置を 予定する 住宅の 位置図  

⑷ 前条第２ 号に 規定する 町税の 滞納が な いこ と を 証明する 書類（ ３ か 月以   

 内に 交付さ れた も の に限る 。）  

⑸ 前各号に 掲げ る も の の ほ か 、 町長が 必要と 認める 書類  

（ 交付の決定）   

第６ 条 町長は、 前条の 規定によ る 申請が あ っ た と き は、 そ の内容を 審査し 、

交付する 旨の 決定を し た と き は 阿久比町住宅用地球温暖化対策設備導入費

補助金交付決定通知書（ 様式第３ ） に よ り 、 申請者に 通知する も の と する 。  

（ 計画変更等）   

第７ 条 前条の規定によ る 交付決定を 受け た 者（ 以下「 補助対象者」 と いう 。）

が 、 当該決定に 係る 内容の 変更又は事業の 中止（ 以下「 変更等」 と い う 。）

を し よ う と する と き は、速やか に 阿久比町住宅用地球温暖化対策設備導入費

補助事業計画変更・ 中止承認申請書（ 様式第４ ） に 変更等の 内容が 確認で き

る 書類を 添付し て 町長に提出し 、そ の承認を 受け な け ればな ら な い。た だ し 、

変更等によ り 交付決定を 受け た 補助金の 額を 増額する こ と は で き な い。   

（ 完了実績報告）   

第８ 条 補助対象者は、 設備の 設置工事が完了し た と き は 、 阿久比町住宅用地

球温暖化対策設備導入費補助事業完了実績報告書（ 様式第５ ） に 次に掲げる

書類を 添付し て 、工事完了日か ら 起算し て ３ ０ 日以内又は 当該年度の２ 月末

日の い ずれか 早い 日ま で に 町長に 提出し な け ればな ら な い 。   

⑴ 設備の設置工事に係る 領収書の写し 及びそ の 内訳書の 写し   

⑵ 設備にか か る 保証開始日が 確認で き る 保証書の写し  

⑶ 設備の設置場所におい て 住民基本台帳法（ 昭和４ ２ 年法律第８ １ 号） 第

５ 条の 規定に 基づく 住民基本台帳に 記録さ れて い る こ と を 明ら か に する

住民票の写し （ ３ か 月以内に 交付さ れた も のに 限る 。）   

⑷  次に 掲げる 事項が確認で き る 写真 

 ア  住宅の 全景 
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 イ  設置機器の 設置状況 

 ウ  設置機器の 型式及び製造番号（ 住宅用太陽光発電施設の 場合を 除く 。） 

⑸ 住宅用太陽光発電施設に おい て は 、 電気事業者と の 系統連系を 開始し

た 日が 確認で き る 書類の写し  

⑹ 前各号に 掲げ る も の の ほ か 、 町長が 必要と 認める 書類  

（ 交付額の 確定）   

第９ 条 町長は、 前条の 規定によ る 報告が あ っ た と き は、 そ の内容を 審査し 、

補助金を 交付する こ と が適当で あ る と 認め た と き は、阿久比町住宅用地球温

暖化対策設備導入費補助金交付額確定通知書（ 様式第６ 。以下「 確定通知書」

と い う 。） によ り 、 補助対象者に 通知する も の と する 。   

（ 補助金の 交付）   

第１ ０ 条 確定通知書の 交付を 受け た 補助対象者は 、速やか に 阿久比町住宅用

地球温暖化対策設備導入費補助金交付請求書（ 様式第７ ） を 町長に 提出し な

け ればな ら な い 。   

２  町長は、 前項の 請求を 受け た と き は 、 速やか に 補助金を 交付する も の と す

る 。   

（ 処分の 承認）  

第１ １ 条 補助対象者は、 別表２ に掲げる 期間内、 町長の 承認を 受け ずに 取得

財産を 補助金の 交付目的に 反し て 使用、 譲渡、 交換、 廃棄、 貸付け 又は担保

と し て 提供（ 以下「 処分」 と い う 。） を し て はな ら な い 。  

２  補助対象者は 、 前項の 承認を 受け よ う と する と き は、 あ ら か じ め阿久比町

住宅用地球温暖化対策設備導入費補助金処分承認申請書（ 様式第８ ） を 町長

に 提出し 、そ の 承認を 受け な け ればな ら な い 。た だし 、天災等によ る 破損等、

自己の 責め に 帰すべき 事由以外の 事由で 取得財産を 処分する 場合は そ の 限

り で な い。  

（ 交付決定の 取消し 及び補助金の 返還）   

第１ ２ 条 町長は 、補助対象者が 次の 各号のい ずれか に該当する と 認め た と き

は、 補助金の 交付決定を 取り 消し 、 既に 交付し た 補助金の 全部又は一部を 返

還さ せる こ と が で き る 。   

⑴ 提出書類に 虚偽の 事項を 記載する な ど 、 補助金の 交付に 関し て 不正の
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行為が あ っ た と き 。   

⑵ 前条の承認を 受け ずに 設備を 処分し た と き 。   

⑶ 補助対象者が 、 第８ 条に 規定する 日ま で に 実績報告書を 提出し な か っ

た と き 。  

⑷ こ の 要綱及び関係法令等に 違反し た と き 。   

⑸ 前各号に 掲げ る も の の ほ か 、 町長が 不適当と 認め た と き 。   

（ 協力要請）   

第１ ３ 条 町長は 、 補助対象者に 対し 、 必要に 応じ て 設備に 関する データ の提

供そ の 他の 協力を 求め る こ と が で き る 。   

２  補助対象者は 、 町長か ら 前項の協力要請が あ っ た と き は、 協力する よ う に

努め る も の と する 。   

（ 雑則）   

第１ ４ 条 こ の 要綱に定める も の のほ か 、 必要な 事項は、 町長が 別に 定め る 。  

附 則  

１  こ の 要綱は、 平成３ １ 年４ 月１ 日か ら 施行する 。   

２  阿久比町住宅用太陽光発電シ ス テ ム 設置費補助金交付要綱（ 平成２ ０ 年４

月１ 日施行） は、 廃止する 。  

３  こ の 要綱の規定にか か わ ら ず、こ の 要綱の 施行の 日前に 阿久比町住宅用太

陽光発電シ ス テ ム 設置費補助金交付要綱第６ 条の 規定に よ り 許可を 受け た

者の 補助金の 交付に ついて は、 な お従前の 例に よ る 。  

附 則 

 （ 施行期日）  

１  こ の 要綱は、 令和４ 年４ 月１ 日か ら 施行する 。  

（ 経過措置）  

２  こ の 要綱の 改正前の 様式を 用い て 書類を 作成する 場合当該書類への 押印

を 不要と する 。 た だ し 、 改正後も 押印欄が あ る 様式を 用い る 場合はこ の 限り

で な い 。  

   附 則 

 こ の 要綱は 、 令和６ 年４ 月１ 日か ら 施行する 。  

   附 則 
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 こ の 要綱は 、 令和７ 年４ 月１ 日か ら 施行する 。  

別表１ （ 第３ 条関係）  

区分 種類 補助金の額 

一体的導入 住宅用太陽光発電施設 

家 庭 用 エ ネ ル ギ ー 管 理

シ ス テ ム （ Ｈ Ｅ ＭＳ ）  

定 置 用 リ チ ウ ム イ オ ン

蓄電シ ス テ ム  

設備を 構 成する 太陽電池モ ジ ュ ール

の 公称最 大出力 の 合計（ 単位 は キ ロ

ワ ッ ト と し 、 小 数点以下２ 位 未満を

切り 捨て て 算出する 。） に １ 万円を 乗

じ て 得た 額（ そ の 額が ４ 万円 を 超え

る と き は、４ 万円） に そ の 他設備の単

体導入の補助金の 額を 加算し た 額 

住宅用太陽光発電施設 

家 庭 用 エ ネ ル ギ ー 管 理

シ ス テ ム （ Ｈ Ｅ ＭＳ ）  

電 気 自 動 車 等 充 給 電 設

備 

設備を 構 成する 太陽電池モ ジ ュ ール

の 公称最 大出力 の 合計（ 単位 は キ ロ

ワ ッ ト と し 、 小 数点以下２ 位 未満を

切り 捨て て 算出する 。） に １ 万円を 乗

じ て 得た 額（ そ の 額が ４ 万円 を 超え

る と き は、４ 万円） に そ の 他設備の単

体導入の補助金の 額を 加算し た 額 

単体導入 家 庭 用 エ ネ ル ギ ー 管 理

シ ス テ ム （ Ｈ Ｅ ＭＳ ）  

１ 基に つ き 補助 対象経費の 額 に 相当

する 額（ そ の 額 が １ 万円を 超 え る と

き は１ 万円）  

家 庭 用 燃 料 電 池 シ ス テ

ム （ エ ネ フ ァ ーム ）  

１ 基に つ き 補助 対象経費の 額 に 相当

する 額（ そ の 額 が ５ 万円を 超 え る と

き は５ 万円）  

定 置 用 リ チ ウ ム イ オ ン

蓄電シ ス テ ム  

１ 基に つ き 補助 対象経費の 額 に 相当

する 額（ そ の 額 が １ ５ 万円を 超え る

と き は １ ５ 万円）  

電 気 自 動 車 等 充 給 電 設

備 

１ 基に つ き 補助 対象経費の 額 に 相当

する 額（ そ の 額 が ５ 万円を 超 え る と

き は５ 万円）  

6



 

別表２ （ 第１ １ 条関係）  

設備 処分の 承認を 必要と する 期間 

住宅用太陽光発電施設 設置が 完了し た 日か ら １ ７ 年 

家庭用エ ネ ルギ ー管理シ ス テ ム（ Ｈ Ｅ ＭＳ ） 設置が 完了し た 日か ら ５ 年 

家庭用燃料電池シ ス テ ム （ エ ネ フ ァ ーム ）  設置が 完了し た 日か ら ６ 年 

定置用リ チウ ム イ オ ン 蓄電シ ス テ ム  設置が 完了し た 日か ら ６ 年 

電気自動車等充給電設備 設置が 完了し た 日か ら ５ 年 
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